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本稿の課題は， 1940 年初頭にお け る 日本綿布の対ア ジ ア輸出を担 う 貿易商の存在に注目 し ，

30 年代末か ら太平洋戦争勃発ま での期間に， いかな る現地輸入商が各地域にお いて 日本綿布の

取引に従事していたのかを考察することにある。戦前期日本とアジア通商網の関係についての

調査作業の中間報告であり，今後検討されるべき問題点を指摘することに重点を置いている O

近年のアジア国際経済史研究は，アジア域内に共通する消費構造と近代工業の展開を背景に

したアジア域内貿易の拡大というダイナミズムに注目している。この拡大には日本人・中国人・

インド人らの域内貿易商が広範に張りめぐらせる通商網が重要な役割を果たしており，こうし

た横断的な通商網のなかに近代アジアの自律性を探り出し，あわせてアジア工業化との有意な

関係を見いだす分析視角を提示している1)。しかし従来の日本経済史研究はこうした横断的な

対アジア通商網の歴史的意義について充分に考慮してきたとは言いがたい。

日本経済史研究は，アジアでの「国民国家」形成を念頭に置いて，それを支える「国民経済」

の登場がし、かに日本において可能であったのかを問うことに課題を求めてきた。そして対アジ

ア関係においては工業製品の輸出・投資・労働力移動・資源開発などの問題を対象に，日本が

「国民国家」から攻勢的な「大陸国家」へと変質する過程に関心を寄せ，あわせて侵略戦争と

いう経済の問題としては非合理な方途を選択した日本の構造的脆弱性に検討を加えてきた。

「国民経済」の形成・変質・限界という視角からの対アジア関係史が考察されてきた。また日
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本の「国民経済」形成史研究は， I国民国家」 が有す る 内的な求心性と外的な排他性を通 し て

経済成熟度を基準にしたアジア域内の序列化認識の視角をも提示したといえよう。こうした分

析視角は植民地研究としての対アジア関係史において貴重な実証研究を蓄積してきたことは言

うまでもない。

しかし他方で，こうした視角が「国民国家」の単位では捕捉できない，むしろその枠から外

れるようなアジアの経済主体の役割を充分に認識することを難しくしたことにも注意した L 、。

国家の後援を受けない華僑・印僑の通商網を「国民経済」のような一つのまとまりをもったも

のとして認識することができなかったために，またアジア地域への序列化認識がそれらの域内

の横断的連関への認識に制約となったために，これまでの日本経済史研究は対アジア関係史の

なかにこうした地域聞を取り結ぶ横断的通商網の位置づけを課題にはしてこなかったと言えるO

本稿はこうした華僑・印僑らの取り結ぶアジア通商網の歴史的意義の解明を直接の課題とはし

ていないが，アジア通商網が分断される印象を持つ戦時期においていかなる通商網が存在した

のかを日本綿布取引を事例に整理し，その課題への接近に必要な素材を提示することに重点を

おきた l \ o

依拠する資料は「日本綿糸布輸出組合」が1942年 2月に各日本人輸出商から提出を求めた

「南方地域向取引商調」の原票であるO調査の背景には41年12月 22日に公布された「貿易業整

備要綱」の実施があった。同「要綱」は，同年 7月の対日本資産凍結による日本の第三国向け

貿易の停止を契機に， I満支， 仏印及泰並ニ逐次拡大セ ラ ルベキ南方占領諸地域内」 の 4 つ の

地域を対象にした「物資交流ノ円滑」を計画化しており，第三国向け日本人輸出商の整理・統

合を具体的な目的にしていた 2) 0 42年3 月16 日 に は 「要綱細則」 が出 さ れたが， 輸出商の統合

は順調ではなく，統合が完了したのは同年8月末であった。その結果，綿糸布輸出商社は571

から 136社へと減少することになった。表 1がその「適格J商の上位メンバーである。「南方地

域向取引調Jはこの間において，輸出が停止した第三国市場(タイ・仏印を除く)を対象に，

それ以前より日本人輸出商がし、かなる現地輸入商と取引関係にあったのかを調査したものであ

り， I逐次拡大セ ラ ルベキ南方占領諸地域内」 の 「物資交流ノ 円滑」 を計画化す る上での予備

的調査であった。

調査の対象地域はイギリス(以下，英と略す)領のインド，ビルマ，セイロン，マレー，ニュー

ギニア，ボルネオ，オースラリアの 7地域，オランダ(以下，蘭と略す)領のジャワ，スマト

ラ，セレベス，ボルネオの4地域の計11地域である。南アジア，東南アジア，オセアニアの 3

つに大きく分けられる。そのほかにもアメリカ領のフィリピンが調査対象に含まれていたが，

その原票は残されていな l\。それゆえ今回の作業では，南アジアと東南アジアのなかの英蘭両

領アジアを中心に日本綿布取引の通商網について整理し，とくに東南アジアにおける華僑・印

僑・オランダ人輸入商に比重をおいて整理したい。英領アジアにおけるインド人・イギリス人
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表 1 貿易業者整備統合による貿易商(1942年11月)

(単位:千円)

番号 メZ三L三 社 名 取引実績

1 東洋棉花株式会社 56.294
2 三興株式会 社 35,251
3 日本綿花株式会社 26,491
4 三菱商事株式会社 25,923
5 江商株式会 社 19,728
6 又一株式会 社 17,608
7 大同貿易株式会社 7,675
8 株式会社服部商店 7,351
9 株式会社兼松商店 6.593
10 加藤物産株式会社 4,056
11 竹村棉業株式会社 4,032

12 昭和棉花株式会社 3,829
13 太平洋貿易株式会社 3,682
14 合資会社山本顧禰太商店 3.531
15 株式会社丸永商店 3,409
16 旭洋合資会 社 3,211
17 株式会社岩井商店 3.148
18 日 商株式会 社 2,926
19 株式会社回附商店 2,869
20 岩田商事株式会社 2,551
21 株式会社三友商店 2,432
22 株式会社田村駒商店 2,379
23 豊 島株式会 社 2,340
24 株式会社安宅商会 2,212
25 南阿西阿貿易商会 2,202
26 田中助左衛門商店 2,145
27 稲西合名 メヱミ〉正 、 ネ士 2,099

計 255,967

その他とも計(136社) 327,646

〔資料J ~貿易統制会資料J 1942年11月 。

輸入商についての考察は，資料の制約上，今後の課題にしたい。

I 1940年代初頭の 日本綿布輸出

「南方地域向取引調」実施の契機は1941年 7月の対日本資産凍結による日本の第三国向け貿

易の停止であった。原票の検討に入る前に，その前後の日本綿業の貿易構造について概観して

おきたい。

表 2 か ら わか る よ う に ， 日 本綿糸布の輸出額は 194 1年を転換期に し て急減す る O 全輸出額に
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表2戦時期における日本綿業貿易の地位

(単位:千円)

全 商 口口口 棉棉花糸・綿織物((輸輸入出))

金額 比率 c%) 金額 比率 c%)

1940年 3,655,850 100 457,114 12.5

輸 1941 年 2,650,865 100 336.680 12.7
1942年 1,792,547 100 106,760 6.0
1943 年 1,627,350 100 122,500 7.5

出 1944 年 1,298,198 100 50,401 3.9
1945 年上期 353,219 100 13,096 3.7

1940年 3,452,725 100 504,070 14.6

輸 1941 年 2,898,565 100 392,262 13.5
1942 年 1,752,637 100 224,306 12.8
1943 年 1,924,350 100 266,301 13.8

入 1944 年 1,944,834 100 236,701 12.2
1945 年上期 831,277 100 115,238 13.9

1940 年 7,108,575 100 961,184 13.5

メ仁』1 1941年 5,549,430 100 728,942 13.1
1942 年 3,545,184 100 331,066 9.3
1943 年 3,551,700 100 388,801 10.9

計 1944 年 3,243,032 100 287,102 8.9
1945 年上期 1,184,496 100 128,334 10.8

〔資料〕日本綿糸布輸出組合「日本綿業貿易小史」

く戦時昭和期) cr 輸出綿糸布月報J 1957 年8 ・9 号)

29 頁。

おける綿糸布輸出額の割合は 41年の 1 2 . 7%から 42年には 6. 0%へと低下した。他方，綿関係品

の輸入額も 41年を転換点として低減するものの，輸出額ほどにその低減は激しくない。全輸入

額におけるそれらの割合も 10%台を維持しているところから，これらの輸入額の継続はほぼ内

地向け消費用原料に当てられたと考えられる。それゆえ日本綿業が輸出産業として存在したの

は41年までであったことが読み取れよう。

綿布輸出市場の構成比を概観したのが表 3である。 1935年には英領インド・蘭領東インドが

主要な輸出市場であり，これらの市場を対象に平均単価より低廉に売り込まれていることがわ

かる O両市場が重要であることは 40年においても変わりないが， 40 年に は輸出市場ご と に輸出

単価のばらつきが激しく，とくに戦時経済の展開する満州、|・中国では単価の高騰がみられた。

単価の高騰する円域への輸出に制約を加え，外貨獲得に貢献する第三国市場に輸出を拡大させ

たのが「綿業リンク制」であった。紡績企業を中心に第三国向け綿布輸出の実績に照応して輸

入棉花の獲得を許すリンク制は，棉花獲得を急がせることを通して第三国向け綿布輸出に拍車

をかけ，激しい輸出競争を喚起させた 3)。英領インド・蘭領東インド向けの輸出単価が相対的

に低く抑えられているのはそのためであったが，輸出競争の激化は日本綿布の非日本人輸入商
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表 3日本綿布輸出の地域別構成

ヱ4
1935 年 194a 年 194 1 年 194 2 年 1943 年

構成単価同左 構成 単価同左 構成 単価同左 構成 単価同左 構成 単価同左

満 洲 5.7% 22 122 0.2% 85 394 0.1% 48 173 0.2% 54 89 9.5% 36 55

関東 m 2.5 22 122 1.7 35 162 6.6 41 147 44.9 49 811 41.8 54 84

中 国 2.1 21 117 3.1 51 238 6.4 61 218 7.0 63 105 12.0 62 96

香 港 1.8 20 109 2.1 23 105 2.3 24 87 。。 。。

仏 印 。。 19 106 0.0 25 116 1.7 61 220 23.6 76 126 4.7 124 192

タ イ 2.6 19 104 5.5 21 96 6.6 27 961 16.4 71 118 13.7 102 158

英マレー 。。 20 108 0.1 28 132 。。 30 108 。。 1.7 75 116

海峡植民地 1.6 19 104 1.5 27 127 1.3 32 114 0.0 。。

フィリピン 3.2 17 91 1.8 20 92 2.2 22 78 0.1 56 93 4.3 65 100

英ボルネオ 。。 18 99 。。 25 114 。。 。。 0.2 71 109

蘭 印 13.6 18 99 17.3 17 81 26.0 23 84 6.6 61 100 10.3 61 94

ピ jレ マ 1.8 21 100 1.9 25 89 0.2 57 94 1.3 54 83

英 印 20.5 15 84 21.1 16 74I 16.7 21 75 。。 。。

セイロン 0.2 18 101 1.0 18 83 0.7 22 79 0.0 0.0

日十 54.0 18 98 57.1 20 95 72.4 29 104 98.9 61 101 99.5 65 100

そ ι〉 他 10.ハu 18 98 7.8 20 91 3.9 22 78 。。 133 220 0.0

アジア計 64.0 18 98 64.9 20 94 76.3 29 103 98.9 61 101 99.5 65 100

ヨーロッパ計 3.3 18 98 2.1 20 94 0.8 25 89 0.8 19 32 。。

アメリカ五十 a 4.4 18 97 15.9 23 108 6.1 21 77 。。 。。

アメリカ計 b 7.3 20 109 。。 6.5 28 99 。。 。。

アフリカ言十 17.5 19 103 12.8 23 107 7.4 26 94 。。 。。

太平洋計 3.6 20 110 4.3 29 136 2.5 27 97 0.2 62 102 0.4 60 93

~ゴ 三十 100.0 18 100 100.0 22 100 100川υ 日u 28 100 100.0 61 100 100.0 65 100

2715 百万平方ヤ ー ル 1854 百万平方ヤ ー ル 1044 百万平方ヤ ー ル 166 百万平方ヤ ー ル 189 百万平方ヤ ー ル

〔資料 J r内外綿業年鑑」 各年。

〔註〕単価は，円/千鳴。アメリカの aは北米， b は南米。

の台頭を促し， I近年に顕著な る 印度人 と近東商人の進出J 4) に拍車をかけ た のであ っ た 。 あ わ

せて 39年 9月に勃発した欧州大戦はヨーロッパからの対アジア欧州品の供給に大きな制約とな

り， I昭和十六年六月 ニ至 リ 国際情勢 ノ 緊迫 ヨ リ 蘭印筋 ノ 買進 ミ ト ナ リ 市価暴騰 シ市中人気熱

狂スル J 5) と い う 状況を生 じ さ せたのであ っ た。 英領イ ン ド が40年代に綿布の輸入代替化を進

めたのに対して(後述)，蘭領東インドでは欧州品の供給低下に対応して日本製品の供給に強

い期待を寄せるようになったのである。表 4は 1939年の日本綿布輸出に占める「外商」の割合

をみたものであるが，この段階でのそれは全体の 42%を占めており，彼らが日本品の取引に積

極的であったことを示す。そうであるとすれば，日本人輸出商がいかなる現地輸入商と取引関

係を有したのかを調査した「南方地域向取引調」は， 39 年の全輸出の う ち 日本人輸出商が取引

を担った 58%を対象にしたものであったことに注意した L 、。
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表4日本綿布輸出にしめる外商の位置 1 939年

(単位:千万碕)

種類 輸出量
輸出単価

外商<%> 日本商 外商

生地 964 260 く26.9> 125 円 64 円

晒 577 156<27.0> 148 96

糸染 238 103 く43. 1> 183 183

反染 390 145 く37.3) 205 152

捺染 921 630<68.4> 205 52

その他 65 25<37.9> 251 194

計 3,155 1 ，319 く41. 8> 161 84

〔資料〕貿易局『貿易業調査書』昭和 14年版，

71--3 , 200--2頁 ， 1941年12月 。

IT I南方地域向取引調」 の概観

図 1は「南方地域向取引調」の原票を上位商社東洋棉花の対蘭領ジャワ取引を事例にサンプ

ルとして示したものである。東洋棉花がジャワにおいて取引した 11の取引系が記され，それぞ

れの

(1)輸入商社名

(2) そ の国籍

(3) そ の住所

(4) 東洋棉花 と の関係

を報告している。現地輸入商との取引額そのものは記されていないシンフ。ルなものであるが，

1941 年7 月 の対日本資産凍結時ま での各輸出商の取引経験を充分に反映 してい る と考え られる。

東洋綿花のような上位商社の場合は各地に「支店」や「出張所」を有し，直接に製品の売りさ

ばきに乗り出していたことが読み取れる。取引系数 11のうち 4つがバタビア・スラパヤ・スマ

ラン・チェリボンなどでのそれらであるが，その他は非日本人輸入商との取引系であり，東洋

棉花が彼らの通商網を利用していた経験が読み取れる O非日本人輸入商の国籍のうちで「中華

民国」籍は「華僑 J， I英印」 ま た はI ArabJ は 「印僑」 と し て認識 し う る O

表 5・ 6・ 7が 11地域ごとの現地輸入商を国籍別に整理したもので，表 8がそれらの総計であ

る。これらの諸表の現地輸入商社数とその取引系数について，図 2を参考にしながら説明した

い。同図は「南方地域向取引調」に記されている取引の実例を抽象的に示したものである O先

の東洋棉花が 11の取引系を有していたように，日本人輸出商の甲は 5つ，乙は 4つ，丙は 5つ，
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商 11 (2)園 (3)営業所々在地
(4)

名 籍 支店、出張所、代理店

パタビヤ東洋棉花 日 本 w川o.12“2Bi・ nnncnN,i.mEwuapvoO三rtst もムraat
支 店a , Java.

スラノ f ヤ II ノノ No.5Heerenstraat, Sourabaya,
支 店Java.

スマラン ノ/ II Kerkstraat , Semarang, Java. 出張所

チェリボン II II No.36PabeanHandelskade
出張所Tjankol, Cheribon, Java.

KweeTiongYwee 中華民園 PasanBaroe, Bandoeng, Java. 代理店

TokoKianSeng II Malang, Java. 〆ノ

LimBoenTowo II Soekaboemi, Java. ノ/

Alidoelo Shahab Arab Solo, Java. ノノ

BinKadah /ノ Pamekasan, Madoera. II

DawaadBay 英 印 DenPassar , Bali. ノノ

TakaOngBae 中華民園 Tegal, Java. ノリ

図 1 r南方地域向取引調」 の原票 (東洋棉花のオラ ンダ領ジ ャ パでの取引事例)

日本人輸出商 現地輸入商

4 社 9 社

(5) 甲 ・、三〉ちどヲグ ・ A (5)
• B(〆、、 1 、ノ、』

ω 乙 ・ζ)<)主>・ c (2)

D ，、/、ωワノ、)

(5) 丙 必と:d O Eω
• F(〆\οqノ、)

(6) 1 弓三云 Gω
• H(3)

(3) 戊 .~

取引 輸 人 同左取引

系数 商社数 系 数

社 系

A 5
1 5

4 1 4

3 2 6

2 3 6

2 2

B 合計 9 23

A 計 5

A!B(%) 21.7

〔註 J ()内は取引系数。

図 2 r南方地域向取引調」 の取引例

丁は 6つ，戊は 3つの現地輸入商との取引関係(系)を有し，日本人輸出商 5社は総計で 23の

取引系を通して現地輸入商に対応していることを示している。そして表 5 ・ 6 ・ 7の現地輸入商

社数とは，これらの日本人輸出商との取引系を多く有する順番にその社数を整理したものであ

り，図 2では 5つの取引系を有する Aの 1社， 4 つ を有す るE の1 社3 つを有す るF ・H の2
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オランダ領東南アジアにおける輸入商とその取引系数

オランダ領ジャワ オランダ領セレベス オランダ官買スマ卜ラ オランダ領ボルネオ
計取引系数

日本人 オランダ人 オランダ人 その他華僑 日本人 オランダ人 インド人 その他 華僑 日本人 オランダ人 その他 華僑 その他

社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系

15 以上 1 15 1 15 1 24 1 15 4 69

14 1 14 1 14

13 1 13 1 13

12 1 12 2 24 3 36

11 1 11 1 11 2 22

A 10 2 20 2 20 1 10 1 10 6 60

9 5 45 l 9 6 54

8 3 24 8 8 5 40

7 3 21 1 7 2 14 1 7 7 49

6 2 12 2 12 2 12 1 6 7 42

5 5 3 15 3 15 l 51 1 5 2 10 2 10 1 5 14 70

4 5 20 5 20 3 12 4 2 81 1 4 1 4 2 81 1 4 1 4 22 88

3 6 18 6 9 l 3 l 31 1 3 2 61 3 9 17 51

2 16 32 8 16 8 16 2 41 2 4 4 8 3 6 4 81 1 2 2 4 50 100

108 108 24 24 34 34 23 23 8 8117 17 7 71 7 71 3 3 9 9 7 71 17 17 4 4 4 41 2 2 274 274

B l仁1h、 五十 147 275 48 130 64 245 26 41 12 32 19 21 11 26 18 55 3 3 9 9 13 34 29 67 9 19 7 19 4 6 419 982

A 計 12 97 8 61 18 180 2 14 2 20 o0 1 81 5 33 o0 。。 2 17 4 28 。 。 2 11 。。 56 469

A/B (%) 35.3 46.9 73.5 34.1 62.5 0.0 30.8 60.0 0.0 0.0 50.0 41.8 。。 57.9 。。 47.8

C 上位輸出商 124 16 43 9 7 4 8 。 。 4 13 2 5 。 236

C/B (%) 45.1 12.3 17.6 22.0 21.9 4.8 15.4 14.5 0.0 0.0 11.8 19.4 10.5 26.3 0.0 24.0

表 5

-

E

∞

各列の左は輸入商数右はその取引系数の計を示す。

B にお け る太字は， 取引系数が50 以上の も の。 日本人輸出商が比較的に多 く の取引系を有す る ， 重要輸入商群であ る こ と を示す。

AlB(%)における太字は， 2) の重要輸入商群の う ち ， 全体平均値(40.5% 表8) を上回る も の。 取引系を多 く 有す る輸入商が多 く ， 日

本人輸出商との信頼関係が強いと考えられる輸入商群を示す。

C/B(%)における太字は， 2) の重要輸入商群の う ち ， 上位 日本人輸出商 (表1 の上位11 社) の平均値 (16.9% 表8 )を上回るもの。上

位日本人輸出商が，比較的多くの取引系を有する輸入商群であることを示す。

1)

2)

3)

4)

〔註〕



1940年代初頭の 日本綿布取引をめ ぐ る ア ジ ア通商網 (龍谷)

表 6 イ ギ リ ス領ア ジアにおける輸入商と その取引系数

取引系数
イギリス領マレー イギリス骨貢インド イギリス領ビルマ イギリス領セイロン

5十
華僑 日本人 インド人 その他 インド人 日本人 その他 インド人 その他 インド人 その他

社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系 社系

15 以上 1 21 1 17 1 16 2 37 1 27 6 118

14 1 14 14
13 1 13 1 13 2 26
12 3 36 3 36
11 4 44 1 11 5 55

A 10 2 20 2 20
9 5 45 2 18 7 63
8 8 8 64 3 24 2 16 14 112
7 7 7 9 63 2 14 2 14 15 105

6 6 2 12 8 48 6 3 18 15 90

5 51 2 10 11 55 2 10 6 30 51 3 15 26 130

4 2 8 8 32 41 1 41 4 16 6 24 22 88
3 2 61 3 91 1 31121 63 2 6 7 21 31 3 9 40 120
2 2 2 41 5 10 2 41156 112 21 1 2112 24 10 20 30 180

13 13 12 12 28 28 15 15 311 311 4 41 7 7155 55 1147 47 4 411497 497

B 合計 14 15 20 61 43 104 21 41 448 922 10 26 9 13 95 256 3 9178 203 4 4II7451654

A 2十 o 0 4 39 5 49 3 19 52 404 2 10 。 0117 140 5112 103 。 01196 769

A/BC%) 。。 63.9 47.1 46.3 43.8 38.5 0.0 54.7 55.6 50.7 0.0 46.5

C 上位輸出商 7 5 3 191 9 4 32 。 7 260

C/BC%) 6.7 11.5 4.8 7.3 20.7 34.6 30.8 12.5 。。 3.4 25.0 15.7

〔註〕表 5 と 同 じ 。

表 7 イ ギ リ ス領 「その他」 ア ジ アにおける輸入商と その取引系数

オーストラリア ニューギニア イギリス領ボルネオ
取引系数

イギリス人 その他 イギリス人 その他 日本人 その他
計

社 系 宇土 系 社 系 社 系 ネ土 系 社 系 宇土 系

15 以上

14

13
12

11 11 11

A 10 10 10

9 。 。

8 2 16 2 16

7 1 7 1 7

6 6 1 6

5 4 20 1 5 5 25

4 6 24 1 4 7 28

3 9 27 2 6 3 12 36
2 36 72 1 2 2 4 2 4 211 42 84

1 347 347 7 7 3 3 8 8 4 4111 11 380 380

B メEミ3 計 407 534 12 24 4 9111 15 6 8112 13 452 603

A 計 9 64 1 5 1 6 。 。 。 。 。 011 11 75

AIBC%) 12.0 20.8 66.7 0.0 。。 0.0 12.5

C 上位輸出商 40 6 。 2 。 3 51

C/BC%) 7.5 25.0 0.0 13.3 0.0 25.0 8.4

〔註〕表 5 と 同 じ 。
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表 8 11地域における 日本品輸入商とその取引系数

取引系数 輸入商社数 同左取引系数 同左構成比の累積

社 系 %
15 以上 10 187 5.8
14 2 28 6.6
13 3 39 7.8
12 6 72 10.1
11 8 88 12.8

A 10 9 90 15.6
9 13 117 19.2
8 21 168 24.4
7 23 161 29.3
6 23 138 33.6
5 45 225 40.5

4 51 204 46.8
3 69 207 53.2
2 182 364 64.5
1 1151 1151 100.0

B 1口h 計 1616 3239

A 計 163 1313
C 上位輸出商 547

C/B(%) 16.9

〔資料〕表 5 ・ 6 ・ 7の計。

〔註 J C の上位日本人輸出商は表1 を参照。 同表の11 社を対象に

した。

社， 2 つ を有す るC ・D ・G の3 社， 1 つ のみを有す るB ， I の2 社， と い う 構成順にお い て ，

総計 9社の輸入商が 23の取引系数をもつことを示している。ちなみに東洋棉花の事例でみたよ

うに同じ輸入商でありながらも複数の支店・出張所をもっところから複数の取引系(図 1の場

合は東洋棉花の支店と出張所の 4つ)が記されている場合には，それらをーっとして数えた。

東洋棉花は 8つの取引系を有するものと解釈した。表 8にまとめたように，日本綿布を扱う現

地輸入商数は 16 16社に上り，その取引系数の合計は 3239であった。以下， 11の地域ごとに国籍

別輸入商を整理した表 5・ 6 • 7 に即 し て概観 し た い。

(1)まず地域別の取引系数の分布は下記のように要約できる。

英領インド 961系

蘭領ジャワ 723系

英領オーストラリア 558系

英領ビノレマ 265系

英領マレー 22 1系

英領セイロン 207系
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(2) 取引系数の計 (表5 ・6 ・7 のB欄) の う ち 「そ の他」 の輸入商の系数179を省い て ， 国

籍別に輸入商群の取引系数の分布を概観すると，以下のようになるO

南アジア 東南アジア オセアニア 計

インド人(印橋とも)群 1381(3) 145(2) 1526(5)

イ ギ ス 人群 543(2) 543(2)

オ フ ン ダ人群 386(4) 386(4)

華 僑 群 320(4) 320(4)

日 本 人 群 26(1) 259(5) 285(6)

計 1407(4) 1110(15) 543(2) 3060(21)

()内は地域数，それ以外は取引系数

もちろんこれらの比重は取引実績額のそれを表現しているものではなし」日本人輸出商には直

輸出志向が強いと仮定すれば，日本人輸入商群の取引系が少数であってもそこに取引実績が多

額に集中する傾向がありうるからであるOしかし，通商網のひろがりを考察する本稿の課題か

らすれば，こうした取引系の分布の検討は十分に意義を有していると考えられるO南アジアで

はインド人輸入商の通商網が多く存在し，英領のマレー・ボルネオや蘭領東インドを内容とす

る東南アジアには多くの国籍別輸入商の通商網が存在しており，東南アジアの多様性が読み取

れるOこうした多様性に注目して，後述では東南アジアの考察に比重を置きたい。

(3) 次に取引系数の計が50以上 と な る 国籍別輸入商群を地域ご と にみ る と ， 以下の よ う に 11

地域の分布が確認できる。

インド人群 4地域(英領マレー・英領インド・英領ビルマ・英領セイロン)

イギリス人群 1地域(英領オーストラリア)

オランダ人群 3地域(蘭領ジャワ・蘭領セレベス・蘭領スマトラ)

華僑群 1地域(蘭領ジャワ)

日本人群 2地域(蘭領ジャワ・英領マレー)
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インド人群 88社 710系

イギリス人群 10社 70系

オランダ人群 29社 252系

華 僑 群 12社 97系

日本人群 17社 135系

人文学報

インド人は英領アジア，華僑・オランダ人は蘭領東南アジア，日本人は英・蘭領東南アジアに

おいて重要な通商網を構成していることが理解できるOそれゆえアジア通商網を考察する上に

おいてはオーストラリアでのイギリス人輸入商群を除く 4群10地域に注目してゆくことにした

~\o

(4) 取引系数を5 つ以上有す る輸入商を 「頻出す る輸入商」 と し て， 取引活動の旺盛な 「主

要輸入商」と見倣し，その社数と系数をまとめた(表 5・ 6・ 7のA欄) 0 Iそ の他」 を省いて，

国籍別に主要輸入商を集計すると，以下のようになるO

A/B

46.5%

12.9%

65.3%

30.3%

47.4%

これらのデータの合意するところはやや複雑であるが，取引系数 5つ以上の主要輸入商 (A )

については以下の解釈が可能であろう。つまり

[1]当該地域における有力輸入商であるところから，日本人輸出商が高い信頼を寄せるもの

[2J 排 日運動が展開す る なかで も ， 政治的に親目 的であ る故に 日本人輸出商が信頼を寄せ る も の

との解釈である。主要輸入商の計は 163社であり，その取引系数の割合 (A/ B )は全体平均で

40.5% であ っ た (表5) 。 こ れを基準に と ればイ ン ド人， オ ラ ン ダ人， 日本人の3 群 に は O J

と [2Jに相当する主要輸入商が多く存在していることになる。先の取引系数の比較的多い 11

地域を対象にしたときには，主要輸入商が相対的に多いのは以下の 3群 9地域であることがわか

る。

インド人群 4地域(英領インド・英領ビルマ・英領セイロン・英領マレー)

オランダ人群 3地域(蘭領ジャワ・蘭領セレベス・蘭領スマトラ)

日本人群 2地域(蘭領ジャワ・英領マレー)

日本人輸出商が日本人輸入商に信頼を寄せることは至極当然であるが， 1940 年初頭にお いて イ

ンド人・オランダ人輸入商の 2群が 7地域を対象にして，こうした取引関係を有しながら存在

していたことに注目したし \ 0 1940 年代初頭にお いて も ア ジ ア通商網は こ う し た非 日本人輸入商

を通して聞かれていたのである O大戦の影響にて「昭和 15年 9月カラワガ国エ引合イガ殺到シ

テキタ。コトニ阪神市場デ蘭商インド商ノ大手筋ガ大量ノ買付ケヲハジメタ J 6) と 言わ れ た よ

うに，これらの輸入商によってアジア通商網は日本に対して聞かれていたのである。

他方，取引系数が 5つ未満の輸入商については，以上の意味において日本人輸出商が信頼を
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置きにくい対象であったと考えられる。主要輸入商の取引系数の割合が比較的低位な華僑(お

もに蘭領ジャワ)やイギリス人(オーストラリア)の 2群がそれに該当することになるOしか

し，先述のように日本品への需要が戦時状態のなかで高まりをみせている時には，取引系数 5

つ未満の輸入商が比較的多い群についても別の解釈が可能であるOつまり多くの輸入商が日本

品の輸入取引に参入するために， r主要輸入商」 の取引系数の割合 ( A / B ) が低 く な る 傾向

が生じると考えられるからである。それゆえ，

[3J I主要輸入商」 の取引系数の割合(A /B) が比較的低い輸入商群にお いて は ， 日 本品への需

要が高く，多くの輸入商の参入によって広範な通商網が形成される

場合があると考えられる。こうした特徴は華僑に想定しうると考えられるが(後述)，イギリス

人輸入商については戦時状況のなかで日本人輸出商が信頼を寄せることが難しい状況が生じて

いたと解釈しておきた ~ ) o

(5) つ ぎに取引実績額400万円以上の上位 日本人輸出商 (11社) に着 目 し て (表 1 )，その動

向を整理した(表 5・ 6・ 7の C欄)。上位11社において輸出額全体の 64%を占めた。上位輸出

商社は先の東洋棉花の事例に見られるように，自ら支店・出張所を各地域に開設する傾向が強

いために，本来各輸入商との系数は少なくなる傾向があり，取引系数全体にしめる上位商社の

系数の割合 ( C / B )は小さくなると考えられる。実際にその割合は16. 9%であった(表 8 )。

これを基準にすれば，先の取引系数の比較的多い11地域において，

インド人群(英領インド)

オランダ人群(蘭領ジャワ・蘭領スマトラ)

華僑群(蘭領ジャワ)

の 3群4地域ではその水準を上回っており，これらの地域では上位商社においても自社以外の

取引系を利用する傾向が強かったことがわかるO主要な綿布輸出市場においては，上位商社に

おいても華僑，オランダ人輸入商，インド人輸入商との取引系を利用していたのである。

以上の概観を念頭において，以下では蘭領東インド，英領マレー，英領南アジアでの輸入商

の特徴について簡単な考察を加えたい。

E 蘭領東イ ン ド

まず注目されるのは日本人輸入商の進出が蘭領東インドにおいて最も顕著なことであるO蘭

領ジャパでの 130系，スマトラでの34系，セレベスでの26系の計190系は日本人輸入商の系全体

の66 . 7%をしめた。 1930年代の日中関係の悪化を背景にした華僑の排日運動がどの程度のも
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表9 オラ ンダ領ジ ャ ワ における主要輸入商 ( 日本人)

番号 輸入商 系数

松 原 商 店 15

2 南 洋 商 事 12

3 S. Ando Shoten 7

④ 大 同 貿 易 6

⑤ 東 洋 棉 花 6

6 桜 井 洋 イ丁 5

⑦ 井 物 産 5

⑧ 菱 商 事 5

61

〔註 J 0は本社を 日本に有す る輸出商をかね る も の。

表 1 0 オ ラ ンダ領ジ ャ ワ における主要オラ ンダ人現地輸入商

番号 輸 入 商 系数 A B

① N.V.BorneoSumatraHandelMaatschappij 24 .。

2 HarmsenVerwey& Co. , N.V. 14 。

3 N.V.Handel-Maatschappijvoorheen “G. Hoppenstedt" 13 。

④ JacobsonVanDenBerg& Co. 12 .。

5 N.V.HandelsVereenigingv/hReiss&Co. 12 。

6 N.V.Everard& Co'sH.Mij. 11

⑦ Geo.Wehry& Co. 10 .。

8 N.V.Handel-mij. “Deli-Atjeh" 10 .。

9 BrandonMesritz& Co. 9 。

10 Dreher& Stibbe 9 •11 N.V.BehnMeyer& Co. 9 。

12 N.V.Handelsvereeniging “Java" 9

⑬ N.V.InternationaleCrediet-enHandelsVereeninging “Rotterdam" 9 • 0

14 L.PlatonHandel-M.N.V. 7

15 N.V.HandelMaatschappijGuntzel& Schumacher 7

16 L.E.Tels& Co'sTradingSociety 5 。。

17 Kerkhoff , Kerstholt& Co. 5

18 Wilding& Co. 5

180

〔註 J A のOは， 商工省貿易局 「海外諸市場ニ於ケル本邦繊維工業品J (4 比律賓 ， 蘭領印度 ， 逼羅) ,

1933年10月 ，67-8頁に記さ れてい る有力オ ラ ン ダ人輸入商で ， ・ は 日本に支店を開設 し て い る も

の。 BのOは， 1934年10月 の段階で 「蘭印輸入卸組合 (NIVIG) J に4 つ以上加入 し て い る主要輸

入商12のうちの 7を示す。この他に， LindetevesStokvis , OostIndie , CarlSchlipper ,Hageｭ

meyer ， 三井物産の5 つがあ る (紡連 『田和安夫関係文書J) 。 番号のOは5 大商 と よ ばれ る も の

(本文 204頁) 。
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のであったのかは今後の検討課題であるが，こうした排日運動が「在留日本商に対し多大な影

響を与え」て「日本品と日本商との商権を拡大J 7) さ せた。 在蘭印 「 日 本人の輸入商 は ， そ の

商品を地方市場の小売商や店主に売らねばならず，その小売商たらんとする日本人の数は漸く

増加しつつある J 8) と いわれた状況がみて取れる O 取引系数が 5 つ以上に の ぼ る も の を主要輸

入商とみなして，そのうちの日本人輸入商8社をまとめたのが表 9である。三井物産，三菱商

事，大同貿易，東洋棉花などの上位輸出商社の支店・出張所のほかに， 4 社の在 ジ ャ ワ 輸入商

が存在したことがわかるO南洋商事は「全ジャワ奥地及ボルネオに多くの販売店を持って居る」

9) 日本人輸入商であ っ た。 上位輸出商は ほぼ自社の支店 ・ 出張所を活用す る傾向が強い と 考え

れば，これら在ジャワ輸入商は中小輸出商との関係を有していたと考えられる。

他方，華僑やオランダ人輸入商などの非日本人輸入商の取引系が多いのも蘭領ジャワの特徴

であった。主要オランダ人輸入商はジャワで18社(表 1 0)，スマトラで 4社，セレベスで 5社，

表 1 1オランダ領セレベス・スマトラ・ボルネオにおける主要現地輸入高

(セレベス)

番号 輸 入 商 国籍 系数

1 日T . B.Ledeboer&Co. D 11

2 S.Usui&Co. J 8

3 J.Mohrmann&Co. D 6

④ N.V.BorneoSumatraHandelMaatcshappij D 6

⑤ Geo.Wehry&Co. D 5

6 N.V.GebroedersVeth'sHandel-Mij , Macassar D 5

計 41

(スマトラ)

1 Mij.voorHandel&Industrie D 10

② N.V.BorneoSumatraHandel 孔1aa tcshappij D 8

③ JacobsonVanDenBerg&Co. D 5

④ Ceo.Wehry&Co. D 5

5 Seya&Co. J 10

6 東海洋行 J 7

計 45

(ボルネオ)

① BorneoSumatraHandelsMij. D 6

② JacobsonVanDenBerg&Co. D 5

計 11

〔註〕表 10 と 同 L a D は オ ラ ン ダ人 ， J は 日本人。
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表12オランダ領ジャワにおける華僑現地輸入商

番号 輸 入 商 系数 経営者 出身 備 考

1 N.V.Handel-Mij. “Tjoan Bie" 15 荘西言 福建 資産 60万盾。 1927年

(全美公司) 設立，資本金 30万盾。

2 N.V.Handel-Mij. , GoanSeng 10 LiauwPo 1932 年設立 ， 資本金

Hoat Soan 10 万盾。

3 SihKhayHie&Co.(師開梧) 10 繭朝興，繭朝陽 ジャパ(福建系)

4 DjieHongSwie&Co. 8 食j工島瑞 福建 資産50万盾。

5 HongGang&Co.(里源公司) 8 陳世陽 福建

6 LiemKiemLing&Co.(林金寧) 8 林松良 ジャパ(福建系) 資産lωo万盾。

7 HongSeng&Co. 7

8 LianYoeng&Co.(連栄公司) 7 丘桃栄 客家(広東系) 資産10万盾。 1931年

設立，資本金20万盾。

9 N.VHandel-Mij. ,Yoeng Sheng 7 丘元栄 広東 資産30万盾。 1930年

(栄盛公司) 設立，資本金15万盾。

10 N.VHandel-Mij “YoengHien" 6 張順仁 客家

(栄興公司)

11 SunLioeng 6 OeyTekFang

12 SamLoong&Co. 5

97

〔註〕経営者名を記したもの 10は，満鉄東亜経済経済調査局「蘭領印度に於ける華僑 J (南洋華僑叢書第 4

号)， 1940 年3 月 ， 附録 (ー) (二)の「主要都市華僑重要人物調査表」と「華僑主要企業名鑑」に記

載されているもの Oその他は，芳賀雄「東亜共栄圏と南洋華僑」万江書院， 1941 年10 月 ， 357-9 頁。

貿易奨励会『南洋の華僑 J (貿易奨励資料第 34輯) 1942 年8 月 ， 54-7 頁。

ボルネオで 2社(表 11)が存在した。オランダ人輸入商の多くは 1930年代前半からの有力輸入

商であり，彼等の「日本品によって或る期間得られた莫大な利益は，欧州品による利益の欠如

や，損害の報償に用いられた J 10) と 評 さ れた。 本国の オ ラ ン ダ綿製品の対蘭印輸出 を選好す る

ように認識されがちなオランダ人貿易商であるが，彼等はその低廉さを背景にした有益な日本

綿布取引に積極的であり，その意味で中立的な存在であったと言えよう。 1930年代前半の「オ

ランダ系商社は深刻な財政問題に直面していた」ので「偏見を捨て」て日本品の取引に乗り出

したと言われる 11 )。蘭領東インドにおける 5大オランダ人商社は

-N.V.InternationaleCrediet-enHandels-Vereeniging “Rotterdam"

-N.V.NederlandsIndischeMaatschappij totvoortzettingder zaken Van der Linde

& TevesenR.S.Stokvis& Zonen

-Borneo-SumatraMaatschappij

-Jacobson&vandenBerg

-CeoWehry& Co.

であることが指摘されているが 12)，そのうちの 4社は表 10に顔を出していた。また「一九三
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一年に猶ほ日本商品の取引を拒んでいたヨーロッパ人配給代理店は日本に止むなく代理店を開

放しさえしたJ 13) と言われた様に， オ ラ ン ダ人貿易商のなかに は 日本に支店な い し 出張所を開

設するものがあり(表1 0の1， 4, 7, 8, 10, 13) ， 日本綿布の直接の輸出 に乗 り 出す も の も現

れた。

上位日本人輸出商においてもオランダ人輸入商との取引系を有するものが多く，とくに主要

輸入商との取引系を有していた 14)。東洋棉花などは「インタ一社と折衝を重ね，日蘭両国品

の取扱いについて相互に便宜を供与することに成功J 15) し た のであ る 。

華僑は蘭領ジャワを主な舞台に日本品の輸入に従事していた。 1930年代前半には，日本人輸

出商と「ジャワ華僑トノ直接取ヲ|ハ最も希有ノコ卜ニ属スJ 16) と 報告 さ れてお り ， こ う し た華

僑の日本品輸入商としての台頭は40年代に生じた新しい現象であったと言える。それだけに戦

時状況での供給制約を背景に日本品を積極的に購入しようとする動きが華僑において強くみら

れたと考えられる。主要輸入商(表 1 2) 12の う ち10は蘭領 ジ ャ バでの 「主要企業J r重要人物」

と評されたメンバーであり，こうした主要勢力を通して日本綿布が積極的に輸入されたことが

理解できる。これら 10社の傾向をみると，その多くが福建系であり，比較的に広東系が少ない

ことがわかる o r蘭印の華僑は出身地別に見て大体福建省人が六割， 広東省人が四割 と 云 う 比

率」であるが， r広東人の方が郷土愛が強 く 比較的同化性が少 く 気骨あ る に反 し ， 福建省人の

性質が其の反対である J 17) と 評 さ れた よ う に ， 福建系華僑は排 日運動の展開す る 戦時期 に お い

ても日本製品の取引に否定的な態度をとらなかったのである。出身地ごとの差異においては

「広東系は福建系のやうに出稼地を楽土として永住し，居留国の法制，社会組織に順応し拘束

せられることを肯んぜず，郷土愛，祖国愛に強く，子弟はこれを本国に送って教育し，国民精

神を培養したJ 18) と い われた よ う に ， 広東系はナ シ ョ ナ リ ズム の高揚を支え る 政治主体に な り

やすい傾向を有していた。蘭印におけて， r広東人の巨頭は丘元栄 (客家) で福建人の大将 は荘

西言J (太字は筆者) 19) と 言われたが， 表 1 2での前者の 「栄盛公司」 は 7 つ の取引系を有す る に

たいして，後者の「全美公司」は15の系を有した。荘西言は，反日的な行動をとる華僑とも評

されていたが 20)，日中戦争の勃発に際しては排日運動の過程において，

「一重要指導者として表面に立ったが J般に不評判，これは嚢の上海事変の際表面上対日ボイコッ

卜を強調したが内密に日本から綿布を多量に輸入して巨利を博したとの評判に基づく」

と言われ，排日運動のなかでも日本品取引には否定的な態度を示さなかったことが伝えられて

いる 21 )。

きょうせい

また蘭領ジャワでは「福建出身が広東出身に比し甚だ多いと同時に僑生は約八割を占め，そ

のうち福建系は九割に当っているから大勢は不逗の行動はなく鎮静J 22) と 評 さ れ た よ う に ，

蘭領ジャワでは現地で生まれた華僑= r僑生」 が多 く ， 本国での ナ シ ョ ナ リ ズ ム の高揚を背景

に展開する排日運動に即応するというよりはむしろ現地生活の論理を優先して行動する場合が
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表13南洋華僑の分布 ( 1 930年代半ば)

地 域 出 身 人数(千人)

タイ 広東省潮州人 1 ，500 本

広東人 250
海南人 250
客家人 200
IJ 、、‘ 二三口t 2,200

福建省 250
その他 50
計 2,500

英領マレー 広東省潮州人 205

広東人 410

海南人 102
客家人 307
IJ 、、計 1.025

福建省 581
その他 102
計 1,708

蘭領東インド 広東省潮州人 123

広東人 184
客家人 246
小言十 554

福建省 677

五十 1,231

仏領インドシナ 広東省広東人 190
潮州人

海南人 114
客家人

IJ 、、 円H二三ι| 305
福建省 76
計 381

フィリピン 広東省 22

福建省 88
計 110

英領北ボルネオ 広東省 52

福建省 22

日十 74

計 広東省 4,160

福建省 1,696

その他 152
計 6,008

〔資料〕東洋協会調査部『現下の華僑概観J 1940年

5 月 ， 6-7 頁。

〔註J *は，福建系とみなされている。
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多かったといえる。南洋華僑通商網は蘭領ジャワの福建系華僑を通して日本に聞かれていたと

しんか

いえよう。むしろナショナリズムの高揚を支えた華僑は本国との関係を強く有する「新客」層

であり，広東系が多かったといえる O

表 13に示したように南洋華僑 (600万人)はタイ (250万人)，英領マレー(170万人)，蘭領

東インド(123万人)の 3地域に集中していたが，なかで、も排日運動は広東系が39%を占め，

かっ「新客」層の多い 23)英領マレーが最も「激烈J 24) であ り ， I南洋に於け る 華僑の排 日運動

は常に馬来半島に端を発し漸次各地に波及J 25) す る連関を有 し た。 そ し て蘭領東イ ン ド の排 日

運動はバタビアの広東系に先導される傾向があり，ジャワにおける「広東人と福建人とは仲が

悪いj26)対照がみられた。在セレベス・スマトラ華僑は広東系の拙頭人，潮州人，客家(梅県

人)が比較的多く，後述の「新嘉披の華僑卸売業者との間には密接な連絡j27)を有しており，

その意味で日本品の取引には消極的であったと言えるO蘭領セレベス・スマトラに日本人輸出

商との取引を有する華僑輸入商がみられないのはそうした対照を示していた(表 5)。

上位日本人輸出商は自社の通商網を活用する傾向が強いものの，華僑通商網との取引系が相

対的に多いのが蘭領ジャワの特徴でもあった(表 5)。上位日本人輸出商のなかでも特に三興

(旧伊藤忠)，江商，又ーの 3社が華僑との取引系を多く有していた。それぞれ24， 67 , 16 の

計107の対華僑取引系を有 し ， 全体系124の 8 割以上を占め た。 こ れ ら 3 社は と も に晒の取引 に

比重を置いておりそれを原料とするパティク(ロウケツ更紗)の取引で独占的な

華僑との取引を必要にしたためであった 28)。伊藤忠では「晒綿布ノ販路開拓ヲ意欲的ニスス

メテ(中略)加工綿布兼営ノ紡績5社<呉羽紡績，富士瓦斯紡績，豊田紡織，大日本紡績，

日清紡績>カライチハヤクキャンブリックノ独占販売権ヲトリツケ(中略)リンパンシン

<LienBwanSing& Co.> ， シ ー カ イ ヒ<Sih KhayHie& Co.>ナ ド ノ 華商 ト オ オ キ ナ取

引ヲツズケルコトガデキタ J 29) と 言われた。

W 英領マ レ ー

先述したように英領マレー華僑は広東系「新客」層が多いことを背景に排日運動の中心を形

成していた。英領マレーにおける日本綿製品取引については1934年 6月から 12月の 7カ月間を

対象にした輸入商別取引実績調査が存在する。表14がそれである o 5270万ヤ ー ルの取引の う ち，

華僑は38. 4%，印僑26. 3%，日本人30. 0%，その他(主にヨーロッパ人) 5.3% と い う 構成で

あり，非日本人輸入商が日本品の分配に重要な役割をはたしていたことが理解できるOこれら

の輸入商と表 15にまとめた 1940年代初頭の主要輸入商とを対比すると，まず華僑が輸入商とし

て姿を消していることが注目されるO日本人・インド人においては34年の取引実績から継続し
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表14シンガポールにおける日本綿布の輸入状況(1934年 6'"" 1 2月)

①華僑③印僑

輸入商名

1CheongFart
2 ChupYick
3 LeeSangYionSengKee
4 NgHongHing
5 KwongWahLoong
6 Yauseng& Co.
7 TeckLeong
8 LianTungFa& Co.
9 KwongSangHing
10 YueTai&Co.
11 LeeWoo& Co
12 TaiOn
13 KwongSangLong
14 HeapOnn
15 NamSeng
16 WingHingLoong
17 SongThyoHong
18 YickTai
19 KwongFookTai
20 SimAhKow&Co.
21 KwongYowSeng
22 ChuaJoo
23 LeongChuan&Co.
24 FookOn
25 Cheong&Co.
26 YueTaiCheong
27 HockLianSeng
28 TaiCheong
29 HupTai&Co.
30 BianHoe& Co.
31 KwongJooHong
32 EasternAutoCo. , Ltd.

計
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輸入商名

( B. S.Simoda& Co.
( Mitsui BussanKaisha , Ltd.
3 S.Katoh& Co.

( Mitsubishi ShojiKaisha
5 Katsura&Co.
6 Sanyo& Co.
7 ArisakaCavasBagMfg.Co

( Echigoya & Co. , Ltd.
9 Iseya& Co.
10 FederalTradingCo.
11 K.BabaElectricCo.
12 MiyakoElectricCo.
13 SomeShoten
14 Hinomaru& Co.

百十

(単位:碩)

輸入商名

( Ma ga nla l Nagindas& Co.
2 J.Kimatrai&Co.
3 T.Chhotalal& Co.
4 G.Ramchand
5 R.Purshotam
6 Khemchand& Sons
7J.T.Chanrai&Co.

( M . A.F.Ellahi& Co.
9 C.Ramchand& Sons
10 WassiamullAssomull&Co.
( A . A.Valibhoy& Co.
12 VanmallDass&Co.
13 F.Hoondamall&Sons
( Utta mra m & Co.
15 J.M.M.Hayat& Co.
16 S.M Abooducher&Co.
17 N.M.IamallBrothers
18 J.Gurbamall&Co.
19 D.Hiralal&Co.
20 T.Kossamall
21 T.Dialdas
22 B.H.T.Doulatram&Co.
23 S.A.Shahab& Co. , Ltd.
24 M.Y.N.Saheed
25 H.Topandas
26 S.Kantilal
( Gian Singh& Co.
28 N.Abdia , Ltd.
29 A.M.MohamedShariff& Co.
30 N.Ramchand&Sons
31 S.O.Bamadhay
32 U.Gulabrai
33 LallubraiBrothers
34 K.A.J.Chotirmall&Co.
35 A.M.N.Ah.AbdulWahab
36 TirthSilkStore
37 A.SabhreJmall
38 T.Udharam
39 C.Rashiwall& Co.
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8,835,313
2 ，2∞，776 ④ その他
2,111,059
2 ，075，638 一一一睡 入 商 名

176,149 ( Edger Brothers , Ltd.
167.880 2SomeAsiatics
142,071 3 WilliamJacks& Co. , Ltd.
67,482 4 HarperGilfillan& Co. , Ltd.
35,004 5Boustead& Co. , Ltd.
7,774 6 IrvingJones& Co.
6,916 7StraitsJavaTradingCo.N.V.
863 8 L.E.Tels& Co.TradingSociety
440 9 G.W.Haumma& Co.
180 10 BorneoSumatraTradingCo.

15.827.545 1J J.S.Bros& Co.
,-- 1 ( Diethelm & Co. , Ltd.

13 J.Witt
南洋協会シンガポール商品陳列所「英 14 Guthrle& Co. , Ltd.

領馬来に於ける綿布(附人絹布) J1935 ~~ ~aterson Simons& ~o. ， Ltd.
16 HagemeyerTradingCo. , Ltd.

年11 月 の附録よ り 作成。 17 AmericanLloydAgency , Ltd.
〔註 J 0は後掲表 1 5よ り 。 18 SocietaCommercial&Orientale

〔資料〕

計
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974,955
807,349
172,351
125,918
119,590
99,121
96,190
94,763
82 ， 1∞
43,172
41 ，5剖

33,567
31,620
23,283
14,539
12,858
7,084
2 ，槌4

2坐笠生



1940年代初頭の 日本綿布取引をめ ぐ る ア ジ ア通商網 (龍谷)

表 15英領マレーにおける主要現地輸入商

番号 輸 入 商 国籍 系数

B.S.Simoda&Co. J 21

2 A.A.Valibhoy 17

3 M.A.FazalEllahi&Co. 14

4 MaganlalNagindas&Co. 8

5 EdgarBrothersLtd. E 7

6 ゴ井物産 J 7

7 Diethelm&Co. S 6

8 Echigoya&Co. J 6

9 Handelsvereeniging “Holland" N.V. D 6

10 GianSingh&Co. 5

11 Uttaram&Co. 5

12 三菱商事 J 5

107

〔註 J J は 日本人， I は イ ン ド人，E は イ ギ リ ス人，8 は ス イ ス人，D はオ

ランダ人。

て顔を出しているものが存在するが，周年に 4割近くを担った華僑は主要輸入商として顔を出

していない点は，英領マレーの華僑の日本にたいする排日運動の激しさを改めて示すものであ

るO日中戦争勃発から 38年 8月までの約 1年間における抗日戦費調達のための華僑からの義指

金は 8642万元であり，その内訳はシンガポール 37. 0%，フィリピン 10. 1%，パタビア 6. 7 %，

タイ 5. 5%という構成であった 30)。

英領マレーと蘭領ジャワでの日本軍政における華僑対策について，前者においては「武断的

権力主義の色彩を濃くし，華僑の協力を求める基礎をうしなった」のに対して，後者では「宥

和主義に根ざす家父長的な匂い」を特徴にしたとする認識があるが 30，こうした対照は日本

品を輸入する華僑の存在の差異に照応するものである。日本軍政の差異が華僑の存在の差異を

促したのか，また逆に華僑の対日本姿勢の差異が軍政の差異を促したのかという論点は今後の

検討課題であるが，東南アジア華僑においても 1940年代初頭にこうした差異が生じた点は注目

しうる 32)。

華僑と対照的であったのが印僑輸入商であった 33 ) 0 I満州事件ニ因ル排 日 貨当時， ハ イ 街

(華僑街一筆者注記)ヨリ暫時邦品輸入販売ノ実権ヲ奪ッタ感アッタ，アラブ印度人商店J 34)

と評されたように，印僑は 1930年代の華僑の排日運動に乗じて日本品の輸入に乗り出した新興

勢力であった。日中戦争勃発時には印僑のなかにも「中国支援の立場 J 35) に たつ も の も いたが，

40 年代初頭にお いて も英領マ レ ー華僑の 日本品輸入取引の停止と は対照的に ， 日本品の取引 を
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継続したのあるOその意味で印僑通商網は戦時状況のなかでも聞かれたものであった。本稿の

対象ではないが，タイにおいても「支那事変勃発により華僑が日貨排斥運動を起すと(中略)

日本商社は専ら印度商社を利用して日貨の売捌きに腐心したJ 36) と 言われた よ う に ， 印僑 は華

僑通商網に代替する側面を有していたといえる。

英領マレー印僑のアジア関係史のなかにおける歴史的意義については今後の検討課題である

が，印僑が「日本の東南アジア軍事支配に協力した」ことから，いままで考察の対象とはなり

にくかった点が指摘されている 37)。インドの脱植民地を促す反英運動が結果として対日協力

に転ずる政治的連関が問題にされているOこうした軍政における日本と印僑との関係の緊密化

は通商網を通しても考察される必要があろう。

V 英領南ア ジ ア

英領南アジアではインド人輸入商が広範な通商網を張りめぐらしていることが特徴であった。

しかし英領インドのインド人主要輸入商52 (表 1 6)，ビルマの主要輸入商17 (表17)，セイロン

の主要輸入商12 (表 1 8)についは検討しうる資料を入手しておらず，そうした輸入商の性格の

検討は別の機会に譲らざるえなし、。限られた資料から概観するに， 1920年代後半か ら 日本品の

輸入に従事していた輸入商が上位に顔を出しており，比較的安定した関係が継続していたと考

えておきたい。

もっとも日本とインド人輸入商との関係については他地域と異なり，関係維持をめぐって特

異な問題が存在した点に注目した L 、。 1940年以降のインドでは産業基盤を持たない東南アジア

と異なって，インド綿業の一層の輸入代替化が進んであり，こうしたインド人輸入商との取引

関係は欧州品の供給に制約が加わるなかでも縮小を余儀なくされる傾向にあったからであるO

すでに35年には全需要の8割近くをインド国産品で供給する態勢が出来上がっており， 40年に

はインド棉花価格の動きが国内需給によって規定されるほどにインド棉花の国内消費は高まっ

ていた 38)。そうであるとすれば日本は早晩こうしたインド人通商網との距離を深めざるをえ

ないことになっていたといえよう。

こうした戦時期におけるインド人通商網の縮小に関する問題については第三次「日印会商」

の過程が日本の反応を伝えるものとして興味ある論点を提示している 39)。詳細な経過は省略

するが， 1937年4 月 か ら発効 し た第二次日印綿業協定の失効(40年3 月 ) を前に ， そ の継続か

否かを議論する会商が39年11月から具体的に始められた。現行協定の維持を40年 1月に表明し

たインドと異なり，日本は加工綿布を中心に対インド綿布輸出量の拡大を要求する姿勢をみせ

た (39年12月)。しかしこうした修正要求も40年 2月には撤回され，現行協定の僅かな修正に
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表1 6 英領イ ン ド における現地輸入商

番号 輸 入 商 系数 番号 輸 入 商 系数

① JewanramGangaram& Co. 16 28 HeeralallGobindlall 7

② B.M.Kharwar 13 29 Jagkumar& Co. 7

3 BansidharGopaldas 12 30 MadhowjiThakerseySons 7

④ HajiHasanDada 12 @ PannalalSagarmal 7

5 LilaramKewalram 12 32 SreechandGaneshdass 7

6 ChaturbhujBhaichandhai&Co 11 33 VoraBros. 7

7 DamodarKhetsey 11 34 B.Gokaldas& Co. 6

8 JiwanramPeriwal 11 35 DevidasMuljeeKapadia 6

⑨ MorarjiVelji& Sons 11 36 HasasinghLalsingh 6

10 BombayImport&ExportAgency 10 37 K.Kishindas& Co. 6

11 SankalchandG.Shah&Co. 10 38 MoolchandSewkissen 6

12 AbdullaAyoob 9 39 MotilalPeriwal& Co 6

13 C.P.Doshi&Co 9II40 PannalalJoharimull 6

14 MegrajKanyalal 9 41 RameshwarPeriwal 6

⑮ NandramSardarmull 9 42 Centraltrading 5

16 Rugnathlalji& Co. 9 43 E.K.Kavarana& Co. 5

17 Batliwalla& Co. 8II 44 H.Blascheck& Co. 5

18 ChotalalRavicarandas& Co. 8 45 JindaramHarbilas 5

19 DulabhdasKuberdas& Co. 8 46 JitmullRamlal 5

⑩ G.Soondardass 8 47 MadangopalAcharaj 5

21 Hazarat& Co. 8 48 OmprakashDurgadas 5

22 RamnarainBasdeo 8 49 P.Dwarkadas 5

23 Ratilal& Co. 8 50 PerozshawPestonjeeSethna 5

24 SurendraNathDutt& Co. 8 51 SewanramKaluram 5

⑮ AhmedAbdulKarimBros. 7 52 SookhdebdassGobordhandass 5

@ Bhagwandas& Co. 711@ ニ井物産 5

27 FazalbhoyTulsidas& Co. 7 @ 東洋棉花 5

414

〔註 J 53 ，54 は 日本人輸入商。

0は ， 1920 年代において 日本品取引 に関係 し た主要輸入商 (商工省商務局

編「内外市場に於ける本邦輸出綿織物の現勢 J日本輸出綿織物同業組合連

合会， 1929 年2 月 ， 459-62 , 592頁。 以下， 表17 ・18 も 同書に よ る 。 そ れ

ぞれ510 - 1頁， 670-1 頁。 )

とどまる提案に落ちついた。日本には譲歩の姿勢がみられたのである。日本の譲歩姿勢の外交

的含意については今後の検討課題としたいが，経済的な含意は，現行に近い形であっても協定

締結によって対インド綿布輸出の条件を維持しようとするものであった。日本綿布の輸入規制

を企図して締結された日印綿関係品協定であったが，インドの輸入代替化が進むなかにおいて

は，日本の対インド綿布輸出を維持する条件へと読み替えがなされるようになったのである。

日本の譲歩としてもう一つ看過されてならない論点は，日本綿布の輸出商への割当方法をめ

ぐる交渉のなかで現れた。日本側は輸出割当方法として， 6 割を前年の 「実績」 に よ っ て ， 4
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表17英領ビルマにおける現地輸入商

番号 輸 入 商 系数

1 HajeeTarmohamedVallymohamedSons&Co. 20
② B.M.Khalwar& Co. 17
3 AbdullaAyoob& Co. 11
④ AhmedAbdulKarimBros. 9
5 HashimHajeeAhamedBros. 9
6 AbdullaAzizAbdulHamid 8
7 CassimTar 恥10hamed Bros.& Co. 8
8 H.VMohamedMoosaMotiwala&Sons. 8
9 G.Y.Knight& Co. 7
⑩ MoosaHoosain& Sons. 7
11 AhmedEbrahimBros 6
12 AbdulSattar& NoorMohamedCo. 5
⑬ AbdullaAllyMohamedMotiwalla 5
14 H.A.S.H.VallyMohamed& Sons. 5
15 HarperinkSmith& Co. 5
16 J.Kimatrai& Co. 5
17 Massink& Co. 5
18 三井物産 5

145

〔註 J 18 は 日本人， それ以外はイ ン ド人。

表16 と 同 じ。

表 18英領セイロンにおけるインド人現地輸入商

番号 輸 入 商 系数

① S.T.R.SalayMohamed& Co. 27

② HajiAbdulKarim& Co. 13

3 HajiMohamed& Sons 8

4 SulaimanValiMahamed& Co. 8

5 D.A.Khan& Co. 7

6 SamarTextileCo. 7

⑦ A.R.Kareem& Co. 6

8 HajiAbdulGaniGiga& Co. 6

9 HajiAbdulGaniHajiBawa 6

10 AhamedAbdulSattar& Co. 5

11 IsmailEssa& Co. 5

⑫ N.M.Karim& Co. 5

103

〔註〕表 16 と 同 じ 。

割を新規参入の輸出商を主な対象にした「入札」によって振り分けることを提案した。日本側

が新規参入者に配慮したのは「輸出新興の為旧業者を戒める一方，新規取引を促進する必要か

ら生じた」と説明したが，インド側は在日本インド人輸出商がすでに取引実績を多く有してい

るところから， 8 割を 「実績J ， 2 割を 「入札」 に付す こ と を求めた。 表 1 9 に示 し た よ う に 1935

年の段階で在日本インド人輸出商は加工綿布において 35%を占め，また表 20にみられるように

対ビ、ルマ輸出においては 54%を占めていた。結局， 40 年3 月 に は イ ン ド案を採用す る 日本の譲

歩によって交渉は落ちつくが，この譲歩の含意は在日本インド人輸出商への配慮であり，彼ら

の通商網との関係維持を企図したものであった。日本の譲歩には，インドの輸入代替化のなか

での対インド輸出条件の確保とともに，日本とインドをつなぐインド人通商網の維持というこ

つの課題が含意されていた。

日本がインド人通商網の維持を企図していたことは， r敵国」 人 と し ての 「指定外国人」 規

定の適応に際して，インド人に対しては適応を除外した場合が比較的多いことからも見て取れ

る 40)。インド人通商網を維持しようとした政治的合意は今後の検討課題であるが，欧米との

戦時状況のなかにおいて，イギリスからの独立を志向するインドにとっては「敵の敵」となっ

た日本であるところから，日本にとってはインド人通商網はその取引系の多さを背景に，戦時

下においても十分な利用価値を有するものであったと考えられる。インド人通商網が多くの取

引系を有しながら日本に対して聞かれていたことをこうした政治的含意との関係で考察する必

要があるように考えられる。
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表 19対インド日本綿布輸出状況(1935年 4--9月)

輸出量
品種別シェア(%) 各組合員の構成比(%)

社 名 所 在

組 色物 縁生地付(千碕) 生地 晒 生地 晒 色物

①東洋棉花 大東品麗橋 34,419 29.30 7.93 34.00 10.90 61.1 4.6 15.2 19.1

②日本綿花 大北中之島 27,199 23.30 43.20 2.67 2.34 61.5 31.9 1.5 5.2

③伊藤忠商事 大東安土町 17,107 13.10 24.30 10.90 1.93 54.9 28.5 9.8 6.8

④江 商 大.北.中之島 12,538 8.87 0.82 18.60 5.25 50.7 1.3 22.9 25.1

( B. M.Kharwar 神葺合.磯辺通 9,374 3.41 6.37 6.29 7.82 26.1 13.6 10.3 50.0

⑥竹村商店 大東南本町 8,422 4.35 6.82 0.95 6.33 37.0 16.3 1.7 45.0

(A. A.KarimBros 神葺合磯辺通 8,376 2.44 2.69 10.30 20.9 4.9 74.2

⑧又 大東南久太郎町 6,354 4.35 10.10 2.79 49.1 24.5 26.3

⑨服部商店 名東宮町 3,332 3.12 0.25 1.75 67.3 1.2 31.5

( J . Kimatrai& co. 神葺合磯辺通 2,818 0.44 1.13 3.88 11.2 6.2 82.6

⑬南昼間会 大東北久太郎町 2,265 0.55 3.64 3.7 96.3

⑫三井物産大阪支店 大北中之島 2,057 0.22 3.38 1.6 98.3

( Ompra ksh Durgadas 神神戸京町 2,008 0.14 3.31 1.0 98.9

( Kunda nma l Ramlal 神神戸江戸町 1.924 0.08 3.19 0.6 99.3

⑮服部幸吉荷 If; 大東淡路町 1.857 1.91 0.81 73.7 26.3

( M . Jaffer& Co 神葺合磯辺通 1,568 0.04 1.09 2.28 2.0 10.7 87.2

⑫武藤商店 大東北久太郎町 1.524 1.22 2.09 0.16 0.33 57.6 27.5 1.6 13.2

⑬宥井商店神戸支店 神神戸明石町 1.481 ハ0 . 0リ09 1.06 2.19 0.5 11.0 88.5

⑩昭和棉花 大.北.中之島 1.452 0.41 0.09 1.02 1.63 20.3 1.3 10.9 67.5

⑫若田商事 大東.北久太郎町 1,325 0.49 1.65 1.20 26.5 19.2 54.3

⑫田中劫左衛門 大西江戸堀 1,269 1.49 0.33 84.1 15.8

⑫鐘淵紡績 神林田御崎町 1,074 0.20 1.74 2.8 97.1

⑫西松商店 大北堂島浜通 1,033 0.10 4.74 0.008 7.3 92.2 0.5

⑫北 III 大東備後町 1.013 0.35 1.57 7.1 92.9

⑧瀧川商店 神神戸浪花町 895 0.26 2.72 0.26 21.2 61.0 17.5

⑮旭 貿 易 大東北久太郎町 856 0.95 1.18 17.1 82.9

( J aigopalRamkishenBros 神葺合磯辺通 843 1.40 100.0

( V. Doshi& Co 神葺合磯辺通 826 0.01 1.36 1.2 98.8

( Gur dia l Naraindass 神葺合点町 802 0.04 1.32 0.9 99.1

⑩大同貿易 神葺合浪花町 699 0.10 1.14 2.3 97.7

その他とも計 (53社) 166,872 100.00 100.00 100.00 100.00 42.9 12.0 9.2 35.9

〔資料〕日本綿織物対印輸出組合「第二年度第一期割当比率表」。日印会商準備委員会『日印貿易参考

資料 J 1939 年3 月 。

〔註〕当該期の輸出割当の 80% (実績割当)を全体として推計した。

所在の大.は大阪市，神.は神戸市。
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表20対ビルマ日本綿布輸出(1934年 2 月 1 9 日 - 3 月 8 日 )

(単位:千碕)

輸 出 商
取 ヨ! 量

生 地 晒 力口 工

①B. M . カ ル ワ ー 1,050 (8) 244 (5) 238 (22) 568

②エエカリム・ブラザース 772 (2) 94 (7) 679

⑧東洋棉花 711 (8) 250 (28) 462

④ジェー・キマトライ 224 (1) 82 (3) 142

⑤文 212 (3) 103 (5) 109

⑥伊藤忠商事 149 (1) 53 (2) 96

⑦日本綿花 146 (1) 96 (2) 50

⑧南星商会 133 (6) 133

⑨杉 本 120 (3) 40 (6) 80

⑩三井物産 96 (2) 25 (2) 71

⑪岩井商店 82 (4) 82

⑫瀧定商店 29 (2) 29

⑬北 )11 28 (2) 28

⑭大同貿易 23 (1) 23

その他とも合計 3,780 (28) 889 (8) 430 (90) 2,460

インド商 3杜のシェア(%) 54 47 55 56

〔資料) r外国ニ於ケル本邦輸出綿糸布取引関係雑件J 1934 年 (外務省記録E4

5-0 , 2-4)。

〔註) ( )内は取引回数。

まとめにかえて

1941年7 月 の対日本資産凍結に よ っ て 日本が第三国向け貿易の停止を余儀な く さ れる ま でに，

日本は南・東南アジアを対象に非日本人輸入商が取り結ぶアジア通商網との関係を維持してい

た。 39年以降の欧州戦が欧州品の対アジア供給に制約を加え，日本品へのアジアの需要を喚起

したことを背景に，日本綿布はアジア市場に強く求められるようになった。日本綿布の輸出は

在日本外商と日本人輸出商によって担われたが，後者は在外日本人輸入商との取引関係のほか

に，広範な非日本人輸入商との取引関係を有した。蘭領東インドを中心とした東南アジアにお

いてはオランダ人輸入商，南アジアにおいてはインド人輸入商の通商網が日本に対して聞かれ

た存在であった。また蘭領ジャワにおいては華僑が福建系「僑生」を中心に日本綿布の取引に

従事していた。東南アジアでの排日運動は英領マレーを起点にした広東系「客家」によって担

われたが，福建系「僑生」はそうした運動への参加に消極的であり，日本に対しては相対的に

聞かれた通商網を形成していたのである。オランダ人，インド人，華僑らの通商網を前提に日
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